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研究の要旨 

本研究の目的は、貧困を原因とする体験格差や教育格差の解決に向けたアプローチを行うため、一

般社団法人日本アウトドアネットワークが実施している「ひとり親家庭支援事業」を取り上げ、ひと

り親家庭を対象とした自然体験活動の効果を参加者および保護者の両面から明らかにすることであっ

た。また、事業運営者や参加家庭・不参加家庭の保護者へ支援事業に関する実態・ニーズ調査を行

い、参加する障壁となる課題を明らかにするとともに、その解決策を検討することであった。調査対

象は、まず自然体験群（以下Na群）として、一般社団法人日本アウトドアネットワークが2023年度に

実施した夏期SPS事業の対象となった民間の自然学校が実施するキャンプ事業に参加した子どもとそ

の親を対象とした。SPS事業の枠で参加したひとり親家庭の子どもと親を自然体験ひとり親家庭群

（Na-SP群）、一般参加したふたり親家庭の子どもと親を自然体験ふたり親家庭群（以下Na-TP群）と

した。その結果、SPS事業を利用した55名のうち24人、一般参加者からは89名から回収することがで

きた。 

また、統制群（以下Co群）として自然体験プログラムに参加していないひとり親家庭の子どもと親

（以下Co-SP群）と、自然体験プログラムに参加していないふたり親家庭の子どもと親（以下Co-TP

群）を設定した。回答数は、Co-SP群100組、Co-TP群400組であった。調査内容は、子どもの調査には

伊藤ら(2010)が作成した「自尊感情測定尺度(東京都版)」を、保護者には尾野（2014）が作成した子

育てレジリエンス尺度の短縮版を使用した。その結果、子どもの自尊感情および保護者の子育てレジ

リエンスは自然体験活動を通して向上することが明らかになった。さらに、事業運営や有識者への聞

き取りの結果、多様なプログラムをつくること、地域コミュニティとの連携、地域コーディネーター

の発掘、養成が必要であることが分かった。また、自然体験活動への参加の障壁となるものについて

ひとり親家庭に調査したところ、参加費・交通費等でお金がかかるから、必要な道具を持っていない

から、家の近くに参加できる活動がないから、時間的な余裕がないから、情報が入ってこないから、

実施する場所への交通手段がないから、精神的・体力的な余裕がないから、子どもが関心を示さない

からといった理由が上位であった。
１．研究の目的 

今日では、経済的に困難な家庭ほど、体験活動

に費やす時間的、金銭的余裕が無い背景から、「ス

ポーツ格差」、「体験格差」が生まれていることも

指摘されている(佐藤,2010、佐藤ら,2019、大藪

ら,2021、石原ら,2015)。公益社団法人チャンス・

フォー・チルドレンが 2022 年に発表した「子ども

の『体験格差』実態調査」において、小学生の子

どもがいる保護者 2097 名へのアンケート調査か

ら、経済的に厳しい家庭の子どもの約 3 人に 1 人

が学校外の体験機会が何もないこと、物価高騰に

より、経済的困難を抱える家庭で子どもの体験機

会が減少していること、経済状況が厳しい保護者

ほど自身が小学生だったころの体験機会が少な

いことが述べられている(今井,2024)。 

こうした貧困や経済的な困難が子どもに及ぼ

す影響は、食べ物などの物理的不足に留まらず、

学力や健康状態、非認知能力そして脳機能などへ

の影響が懸念されている(阿部,2014、緒方,2019、

森口,2021)。例えば、貧困状態にある子どもほど

慢性的にストレスを抱えやすいことや家庭の会

話や交流が少ない傾向にあることから、言語能力

の遅れや実行機能(未来を見据えて行動する能

力)が弱いことが示唆されている(森口,2021、

Noble et al.2005、Yusuke Moriguchi et al.2019)。

日本財団が大阪府箕面市の 18 歳以下の子ども約

2 万 5 千人に行った調査によると、貧困状態にあ

る子どもは、そうでない子どもと比べ、学力に差

が見られ高学年に上がるにつれ差が広がること、

非認知能力が低い傾向にあることが指摘されて
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いる(日本財団,2018)。さらには、相対的貧困を経

験することによって、所得や幸福度、そして主観

的健康度に影響すること(Osio et al.2010)、相

対的貧困にある子どもは自尊感情や自己肯定感

が低いことが指摘されている(佐藤 2019, Osio et 

al.2010, 水口 2013, 嘉瀬ら 2022, 嘉瀬ら 2023)。

こうした子ども期の貧困は成長後の人生や、世代

を超えて影響を及ぼすことから貧困が連鎖的に

つながっていると言われている(阿部,2012)。こ

の負の連鎖をどのように断ち切るのかというこ

とが解決への糸口になるが、注目すべき能力に自

尊感情が挙げられる。自尊感情は社会経済的地位

や自発的・意欲的な行動、幸福感に関係している

ことが明らかになっており(小塩,2021)、自尊感

情を育成することが負の連鎖を断ち切る有効な

一手になり得るだろう。 

また、子どもの自尊感情は両親のうち特に母親

の自尊感情や養育態度から影響を受けることが

明らかになっている（伊藤・小澤,2014；増南・尾

形,2023；西村ら,2024）。しかしながら、ひとり親

家庭は、経済的な状況や育児と仕事の負担感など

の影響から、親の自尊感情や家族機能を良好に保

つことが困難であると指摘されている（加藤・中

島,2011;Hiratani・Hohashi,2010）。このため、子

育て中の親にとって、ストレスをマネジメントす

るためのレジリエンスを育むことが重要となる。

子育てレジリエンスとは、「子育てに柔軟に適応

する力」であり、逆境を乗り越えて環境に適応す

るための個人が持っている特性と、自分の周りに

ある人や環境を活用したり、支援を受けたりする

ものとされている（尾野,2014）。実際、経済的に

困難な家庭であっても子育てを支える人やグル

ープがいると子どもの自尊感情は低くないこと

や（山本・神田,2017）、ソーシャル・サポートに

よって育児不安や負担感が軽減されることが明

らかになっている（平谷・法橋,2014）。そして、

子育て支援プログラムなどによって子育てレジ

リエンスを促進する取り組みが実施されている

（尾野・奥田,2019;今里,2021）。このように、ひ

とり親家庭が周囲からのサポート受け、親として

の肯定感を向上させること、すなわち子育てレジ

リエンスを高めることができれば、子どもの自尊

感情にも肯定的な影響を与えうると考える。 

一方、近年民間の自然学校団体が、経済的に困

難な状況にある家庭に対して、自然体験活動を支

援する動きが見られている。一般社団法人日本ア

ウトドアネットワークは 2021 年度より、ひとり

親家庭に対して、自然体験プログラムへの参加費

援助やウェアギアのレンタルなどを行う「ひとり

親家庭支援事業(以下 SPS事業)」を実施している

(一般社団法人日本アウトドアネットワー

ク,2023)。また、公益社団法人チャンス・フォー・

チルドレンは、2023 年度より生活困窮世帯の小学

生を対象に、スポーツや文化芸術活動、キャンプ

等の参加費として利用できる電子クーポンを提

供し、体験活動への参加を促している(公益社団

法人チャンス・フォー・チルドレン,2023)。自然

体験活動は全人教育的な機会として、参加した子

どもの自己概念や自己効力感、生きる力そして自

己成長性といった側面に効果的であることが、先

行研究によって明らかになっている (関根

ら,1996、瀧ら,2018、青木ら,2005、山川,2019、

向後ら,2017)。佐伯ら(2006)は、児童期の感動体

験が、自己効力感および自己肯定感を高めること

を明らかにしており、さらには感動体験には人を

信頼できるようになる効果もあり、こころを他者

に開くように作用することを示唆している。こう

いった知見や前述した自尊感情を伸ばすアプロ

ーチの特徴からも、貧困がもたらす子どもへの

様々な負の影響に対して、自然体験活動が一定の

改善効果を生む可能性が示唆されるが、貧困に係

る支援の効果については未だ蓄積が不十分であ

ることが指摘されている(佐藤,2019)。経済的に

困難な状況にある対象に対する自然体験活動の

有効性ついても、関連する研究がいくつか見られ

るものの(小川ら,2018、吉松ら,2024)、ほとんど

蓄積されていない状況である。貧困問題への対策

が急務な今日において、自然体験活動の有効性に

ついて明らかにすることは、貧困の負の連鎖を断

ち切る一つの支援方法として有用な知見となり

えるだろう。 

そこで本研究では、ひとり親家庭支援事業とし

て行われるキャンプ活動の参加者を対象に調査

を実施し、キャンプ活動が子どもの自尊感情と親

の子育てレジリエンスの育成に有効であるのか

を明らかにすることを目的とした。さらに、事業

運営者や参加家庭・不参加家庭の保護者へ支援事

業に関する実態・ニーズ調査を行い、参加する障

壁となる課題を明らかにするとともに、その解決

策を検討することとした。 

 

【自然体験活動における子どもの自尊感情と親の

子育てレジリエンスの変容について】 

 

2. 研究方法 

2.1.SPS 事業の概要 

SPS 事業では、体験の質を担保するために、一

般社団法人日本アウトドアネットワークに加盟

する団体に協力を仰ぎ、調査を実施した。2023 年

度の夏期 SPS 事業では、21 の民間自然学校団体が

参画した。運営は各団体が主催する自然体験活動

においてひとり親家庭の参加者が参加できる枠
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を確保してもらい、ひとり親家庭の参加者には参

加費を 1 日の活動で 5,000 円、1 泊 2 日以上の活

動で 15,000 円を支援金として補助する方法を採

用している。 

活動内容は各団体によって異なるが、キャンプ

(野外調理やテント泊)、カヌー、カヤック、磯の

生物観察、シュノーケリング、釣り、ナイトハイ

ク、いかだ作りなどが行われ、デイキャンプから

3 泊 4 日のキャンプが実施された。なお、支援の

対象となることの確認として、児童扶養手当のコ

ピーの提出を求めている。 

 

2.2.調査手続き 

まず SPS事業を担当する全国の自然体験活動を

提供する民間団体に調査への協力依頼を行い、20

団体から調査協力を得た。その後、調査協力を得

られた 20団体に対して、調査の説明会を実施し、

調査に係る書類を協力団体宛に郵送した。SPS 事

業参加者への調査は郵送法にて実施し、各協力団

体の担当者から調査の説明書および同意書、そし

て調査用紙を参加するキャンプ事業の約 1週間前

までに参加者の自宅に届くよう郵送してもらっ

た。調査に先立ち、参加者の保護者には説明書を

よく読み、調査へ協力頂ける場合には同意書への

記入を行ってもらった。参加者および保護者は

SPS事業への参加前と参加後 2週間以内の計 2回、

調査用紙に直接回答をして返送するか、二次元バ

ーコードを読み込み Google Forms より回答をす

るよう依頼した。また、回答者が低年齢(小学 1～

3 年生)の場合は、保護者と共に回答を行うように

指示を行った。 

さらに同時期に統制群として調査会社(株式会

社クロス・マーケティング)を介し、同様の調査を

実施した。調査にあたって、予め属性（ひとり親

／ふたり親、親の性別、子どもの年代）の割り付

けを依頼した。統制群の調査期間は、2023 年 7 月

28 日から 8 月 27 日であった。 

 

2.3.調査対象 

本研究の調査対象は、まず自然体験群（以下 Na

群）として、一般社団法人日本アウトドアネット

ワークが 2023 年度に実施した夏期 SPS 事業の対

象となった民間の自然学校が実施するキャンプ

事業に参加した子どもとその親を対象とした。

SPS 事業の枠で参加したひとり親家庭の子どもと

親を自然体験ひとり親家庭群（Na-SP 群）、一般参

加したふたり親家庭の子どもと親を自然体験ふ

たり親家庭群（以下 Na-TP群）とした。その結果、

SPS 事業を利用した 55 名のうち 24 人、一般参加

者からは 89 名から回収することができた。 

また、統制群（以下 Co 群）として自然体験プロ

グラムに参加していないひとり親家庭の子ども

と親（以下 Co-SP 群）と、自然体験プログラムに

参加していないふたり親家庭の子どもと親（以下

Co-TP群）を設定した。回答数は、Co-SP群 100組、

Co-TP 群 400 組であった。 

上記の対象の内、回答に不備のあるもの、対象

外となるものを除き、有効に回答されているもの

を分析の対象とした。 

 

2.4.調査内容 

2.4.1.自尊感情測定尺度（子ども調査） 

自尊感情を測定する尺度として多く用いられ

ているものとして Rosenberg自尊感情尺度がある

(Roseberg,1965)。日本では多くの翻訳版があり、

比較的山本ら(1982)、星野(1970)の尺度が用いら

れている。これらの尺度は主に大学生以上の対象

に対して用いられていることが多く、対象が児童

から高校生という幅広い対象になる本研究にお

いては適合しにくいことを考え、伊藤ら(2010)が

作成した「自尊感情測定尺度(東京都版)」を用い

ることとした。回答は「あてはまる」4 点、「どち

らかというとあてはまる」3 点、「どちらかという

とあてはまらない」2 点、「あてはまらない」1 点

を配点した。なお、統制群として調査会社を介し

て行った調査では、同調査内容に加え、キャンプ

活動の効果について正確に分析するため、調査期

間内に民間企業や NPO等の社会教育団体自治体が

実施する自然体験活動(キャンプ事業)への有無

についても調査を行った。 

 

2.4.2.子育てレジリエンス尺度（親調査） 

自然体験活動による子育てレジリエンスへの

効果を明らかにするために、尾野（2014）が作成

した子育てレジリエンス尺度の短縮版を使用し

た。回答は、「そう思う」4 点、「ややそう思う」3

点、「あまり思わない」2 点、「全く思わない」1 点

の 4 段階評定であった。 

 

2.5.分析方法 

まず自然体験活動による効果を明らかにする

ため、群（Na 群と Co 群）×時期（事前と事後）

の二要因分散分析を行った。次に、ひとり親家庭

における自然体験活動の効果の特徴を明らかに

するため、群(Na-SP 群、Na-TP 群、Co-SP 群、Co-

TP 群) ×時期(事前と事後)の二要因分散分析を

行なった。交互作用が認められた場合は単純主効

果の検定を行い、多重比較には Bonfferoni 法を

用いた。また、キャンプ前の時点で群間に有意差

が認められた場合は、キャンプ前の得点を共変量

とした共分散分析を行った。一部の正規性が仮定

できない因子については、ウィルコクソン符号付
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順位検定、マン-ホイットニーの U 検定、クラスカ

ル-ウォリス検定を実施した。統計的有意性のレ

ベルは p<0.01 と p<0.05 の 2 つに設定し、p<0.10

は有意傾向とみなした。また p 値はサンプルサイ

ズに敏感であるため、効果量と信頼区間も算出し

た。分析は統計ソフト IBM SPSS Statistics 29 を

使用した。 

なお、調査時点では親の性別を限定せずに調査

を実施したが、Na-SP 群の回答者が全て女性（母

親）だったことから、親の分析には全ての群で母

親のみのデータを扱うこととした。 

 

3.結果 

3.1.子どもの自尊感情 

キャンプ参加者とキャンプ不参加者の比較 

キャンプ参加群とキャンプ不参加群の自尊感

情を比較したところ、「自己評価・自己受容」因子

および「自己主張・自己決定」因子において交互

作用が認められた(自己評価・自己受容因子

F(1,515)=9.80,P<.01、自己主張・自己決定因子

F(1,515)=3.27,P<.10)。さらに、発達段階で分け

て分析を行なった結果、低学年群において「自己

評価・自己受容」因子に交互作用が認められた(自

己評価・自己受容因子 F(1,218)=4.59,P<.05)。ま

た、高学年群においては、すべての因子で交互作

用が認められた (自己評価・自己受容因子

F(1,296)=4.89,P<.01、関係の中での自己因子

F(1,296)=3.08,P<.10、自己主張・自己決定因子

F(1,296)=4.38,P<.01)。いずれも単純主効果の検

定を行ったところ、キャンプ群のほうがキャンプ

の事前事後にて得点が向上していた。また、キャ

ンプ前の時点で群間に有意差が見られたため、キ

ャンプ前の得点を共変量として事後の得点を比

較したところ、キャンプ群のほうが有意に高かっ

た。以上のことから、キャンプ活動に参加するこ

とで参加者の自尊感情における「自己評価・自己

受容」、「自己主張・自己決定」因子が向上するこ

とが明らかになった。また、高学年群はすべての

因子で向上が見られたことから、より効果が得ら

れやすい可能性が示唆された。一方で、各因子の

事前の数値がキャンプ参加群のほうがいずれも

有意に高く、キャンプに参加する人はそもそも自

尊感情が高いということも見て取ることができ

る。 

 

3.2.母親の子育てレジリエンス 

3.2.1.自然体験活動が子育てレジリエンスに及ぼ

す影響 

ひとり親家庭への影響を明らかにする前提と

して、自然体験活動そのものの効果を明らかにす

るために Na群と Co群の子育てレジリエンスの変

化を比較したところ、以下のことが明らかになっ

た。 

まず「ペアレンタル・スキル」因子について二

要因分散分析を実施したところ、交互作用に有意

差（p<0.01）および小さな効果量（ηp2=0.02）が

認められた。単純主効果の検定の結果、Na 群の自

然体験活動前後の得点の向上に有意差（p=0.02）

および小さな効果量（ηp2=0.01）、Co 群の得点の

低下に有意傾向（p=0.06）および小さな効果量（η

p2=0.01）が認められた。また自然体験後の時点で

の 2 群の得点に有意差（p=0.02）および小さな効

果量（ηp2=0.01）が認められた。 

次に「ソーシャル・サポート」因子について二

要因分散分析を実施したところ、交互作用に有意

差（p=0.01）および小さな効果量（ηp2=0.02）、

群の主効果に有意差（p<0.01）および中程度の効

果量（ηp2=0.06）、時期の主効果に有意傾向

（p=0.09）および小さな効果量（ηp2=0.01）が認

められた。単純主効果の検定の結果、Na 群の自然

体験活動前後の得点の向上に有意差（p=0.02）お

よび小さな効果量（ηp2=0.01）が認められた。ま

た自然体験活動前後の両時点での 2群の得点に有

意差（Pre: p<0.01,Post: p<0.01）および小〜中

程度の効果量（Pre: ηp2=0.03, Post: ηp2=0.03）

が認められた。なお、自然体験活動前の時点で群

間に有意差が見られたため、自然体験活動前の得

点を共変量として事後の得点を比較したところ、

Na 群のほうが有意に高く（p<0.01）、小さな効果

量（ηp2=0.03）が認められた。 

「母としての肯定感」因子については 4 段階評

点中 4 点の回答が多く、天井効果により正規性が

仮定できなかった。このため、時期の効果を明ら

かにするために群毎にウィルコクソン符号付順

位検定を実施した。その結果、Na 群の自然体験活

動前後の得点の向上に有意傾向（p=0.09）および

小さな効果量（r=0.22）が認められた。群の効果

については、自然体験活動前後のそれぞれの時点

において、マン-ホイットニーの U 検定を実施し

た。その結果、自然体験活動前後の両時点での 2

群の得点に有意差（Pre: p<0.01,Post: p<0.01）

および小さな効果量（Pre: r =0.14, Post: r 

=0.16）が認められた。 

以上のことから、自然体験活動は自然体験群の

母親の子育てレジリエンスの内「ペアレンタル・

スキル」および「ソーシャル・サポート」を向上

させ、「母としての肯定感」についてもその可能性

があること。自然体験群の母親の「ソーシャル・

サポート」と「母としての肯定感」は自然体験活

動前の時点で統制群より高かったことが明らか

になった。 
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4.考察 

4.1.子どもの自尊感情への効果 

調査の結果、キャンプ活動参加者はキャンプ活

動を通して自尊感情の有意な向上が認められた。

また、ひとり親家庭の参加者においても自尊感情

の有意な向上が認められた。一方で、ひとり親家

庭の参加者と一般家庭の参加者の自尊感情は、や

やひとり親家庭の参加者のほうがキャンプ活動

を通して向上している傾向が見られたものの、特

に大きな差は見られない結果となった。 

飯田らは小学生や中学生、影山らは大学生を対

象にしたキャンプ活動において、参加者の自己概

念 が 向 上 し た こ と を 報 告 し て い る ( 飯 田

ら,1988,1990,影山ら,2001)。飯田ら(1990)や影

山ら(2001)は、キャンプに参加することやキャン

プでの冒険的活動に対する不安やストレスの克

服と、キャンプを無事にやり遂げたといった成功

体験が自己概念の向上に影響を及ぼしたと示唆

している。自己概念は自尊感情の多次元性の一部

として捉えられていることからも(小塩 2021)、自

己概念の変容は自尊感情の変容とも関連すると

考えられるだろう。本研究で調査対象となったキ

ャンプ活動においても、基本的なキャンプ活動

(野外調理やテント泊)やカヌー・カヤック、シュ

ノーケリング、いかだ作りなどのプログラムが展

開されていたため、必然的にチャレンジ要素が含

まれ、それらを通した成功体験や克服体験が自尊

感情に影響したものと考えられる。さらに三浦ら

(2019)は、小学生のレジリエンシーや自尊感情を

育成するためには、ネガティブな出来事があった

場合などでも物事の捉え方を伝えたり、誰かに話

してみるよさを伝えるなど、必要に応じて大人が

一緒に問題を整理したり、サポートすることが必

要であると示している。このような点に関しても、

キャンプディレクタ―や大学生カウンセラーと

いった大人のスタッフが関わる中で随時経験さ

れているものと考えられる。以上のことからも、

自尊感情を高めることに対して、キャンプ活動の

特性が非常にマッチしていると言えるだろう。 

 

4.2.親の子育てレジリエンスへの効果 

自然体験活動が母親の子育てレジリエンスに

与える影響として、Na 群と Co 群の変化を比較し

たところ、自然体験活動は「ペアレンタル・スキ

ル」および「ソーシャル・サポート」を向上させ、

「母としての肯定感」についてもその可能性があ

ることが明らかになった。 

これまでの子育て支援プログラムでは、具体的

な子育てスキルを学習するだけでなく、親が子ど

もや自身を観察し内省することで、養育態度等が

向上することが明らかになっている（今里,2021;

野々宮・村山，2023）。自然体験活動においても、

指導者や他の親の様子を観察したり、子どもと一

時離れたりすることで、母親が自身の子育てを振

り返る機会が生じ、Na 群全体としては「ペアレン

タル・スキル」が向上したのではないかと考える。 

「ソーシャル・サポート」については、ひとり

親家庭の母親に自然体験活動の効果が認められ、

キャンプ後にはひとり親家庭およびふたり親家

庭の統制群の母親より高い値となった。身近なサ

ポートの存在に気づくことや、子育ての悩みを話

せる仲間と交流することで「ソーシャル・サポー

ト」が促進されることが示唆されている（尾野・

奥田,2019）。本研究の自然体験活動では、活動自

体が子育てのサポート資源として認知されたこ

とや、親子で参加する形態の事業の中での親同士

の交流が生まれたことなどによって「ソーシャ

ル・サポート」が向上したのではないかと考える。 

「母としての肯定感」についても、ひとり親家

庭の母親のみに自然体験活動の効果が認められ

た。母親自身の肯定感や自尊感情は、子どもの自

尊感情にも影響を及ぼすことが明らかになって

いる（西村ら,2024）。また、尾野（2014）は、個

人内要因である「母としての肯定感」が、環境要

因である「ソーシャル・サポート」から影響を受

けることを指摘している。本研究においても、自

然体験活動によって「ソーシャル・サポート」が

向上したことから、自然体験活動の指導者や参加

者との交流などによって自身の子どもや子育て

が受容されたことにより、「母としての肯定感」が

向上したのではないかと推察する。ただ、「母とし

ての肯定感」の分析にはノンパラメトリック検定

を実施したため、各群の交互作用が考慮されてい

ない。よって、自然体験活動による「母としての

肯定感」への効果については、引き続き検討する

必要があるだろう。 

 

※当該内容は今後論文投稿を行う予定のもので

す。 

 

【自然体験活動への参加の障壁となるものは何か】 

 自然体験活動への参加の障壁となるものはなに

かを明らかにするために、SPS 事業を受け入れてい

る民間自然学校のディレクター4名およびひとり親

家庭を支援する公益財団法人の代表者などの有識

者 4 名への聞き取り調査を実施した。さらに、しん

ぐるまざあず・ふぉーらむの協力を得て、会員に対

して自然体験活動の体験頻度および障壁について

調査を実施し、2065 人から回答を得た。その結果、

以下の内容を得ることができた。 

 

(民間自然学校のディレクターによる聞き取り) 
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・情報をすみずみまで届ける必要がある 

→自然体験の機会を提供しても、参加者が集まらな

かった回も多くある。参加しやすい状況をつくるこ

とも大事だが、多くの人々に情報を届けられるシス

テムを作る必要がある。特に地方ほど情報が届きに

くい状況も見られたため、各地域の支援団体等と協

力して広報活動を行う必要がある。 

・地域コミュニティとの連携 

→自然学校業界もまだまだひとり親に対する理解

が薄い。そのため、地域の支援団体などと協働して、

対象者理解や情報を届ける状況を作っていかなけ

れば、機会が行き届かない。 

 

・多様なプログラムをつくる 

→今あるプログラムにひとり親家庭の方を参加さ

せようとすると、アクセスや費用、準備する道具の

関係で限界がある。そのため、地域の公園で行うよ

うな自然体験プログラムから、現在のプログラムま

で多様なプログラムをつくることで、多くの人々が

参加しやすい状況が作れるのではないか。自然学校

主体の展開ではなく、ひとり親主体のプログラムが

必要である。 

 

(有識者) 

・地域コーディネーターの発掘、養成 

→質を担保した体験活動を各地域で広げていくた

めには、指導者、施設、参加者などを繋ぐコーディ

ネーターの発掘、養成が重要である。 

・経済的な安定が必要 

→体験活動に参加するにも、まずは土台として経済

的安定が大前提である。そのためにも、ひとり親家

庭の現状等、さまざまな情報を集め、社会に発信し

ていく必要がある。 

・支援活動における指導者養成 

→支援活動を実施するにあたって指導者が必要だ

が、ボランティアの方では技術や知識、特に安全管

理などに不安がある人も多い。当然、指導者研修も

行っているが、十分ではない。 

 

(ひとり親家庭の自然体験活動の頻度と興味関心、

参加の障壁となるもの) 

自然体験の頻度：2065 名中 932 名(約 45％)は学校

外での自然体験活動を何も行っていないことが明

らかになった。 

自然体験への興味関心：2065 名中 1622 名(約 72％)

は「関心があるが、参加するのは難しい」という回

答であった。 

自然体験活動への参加の障壁となるもの(複数回答

可)：「参加費・交通費等でお金がかかるから(1291

件)」、必要な道具を持っていないから(1033 件)、家

の近くに参加できる活動がないから(862 件)、時間

的な余裕がないから(831 件)、情報が入ってこない

から(801 件)、実施する場所への交通手段がないか

ら(713 件)、精神的・体力的な余裕がないから(556

件)、子どもが関心を示さないから(286 件)といっ

た理由が上位であった。 

 

5. まとめ 

本研究では、ひとり親家庭支援事業として行われ

るキャンプ活動の参加者を対象に調査を実施し、キ

ャンプ活動が子どもの自尊感情と親の子育てレジ

リエンスの育成に有効であるのかを明らかにする

ことを目的とした。さらに、事業運営者や参加家庭・

不参加家庭の保護者へ支援事業に関する実態・ニー

ズ調査を行い、参加する障壁となる課題を明らかに

するとともに、その解決策を検討することとした。 

1) キャンプ活動を通して、参加者の自尊感

情は向上した。 

2) キャンプ活動を通して、保護者の子育て

レジリエンスは向上した。 

3) キャンプ活動への参加を促すためには、

地域コミュニティとの連携、多様なプログラムの

提供、地域コーディネーターの発掘、養成、経済

的な安定といった点を考慮していく必要がある。 

 

本研究結果から、キャンプ活動は参加者やその

保護者にとってポジティブな効果をもたらすこ

とが明らかになった。一方で、本研究において自

尊感情がそもそも高い参加者だからこそキャン

プ活動に参加できている可能性が示唆された。こ

のことからも、いかに隅々までキャンプの情報を

届けられるのか、経済的・時間的余裕のない人た

ちにも参加しやすいキャンプ活動を提供できる

のか、といった課題に対して、業界全体で考え取

り組んでいく必要があるだろう。そのために、体

験機会をつくるために、運営資金の確保や多様な

団体との連携、すみずみまで情報を届けるために、

地域コミュニティとの連携、地域のコーディネー

ターの発掘・養成、認知を広げていくためにエビ

デンスの蓄積が必要になるだろう。引き続き、体

験の格差の解消に向けて研究を進めていきたい。 
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